
- 1 -

平成１５年８月２７日決定

平成１６年６月 ９日改定

平成１８年６月１４日改定

平成２０年６月 ６日改定

独立行政法人評価委員会水資源機構分科会等合同会議

独立行政法人水資源機構の業務実績評価に関する評価基準について

評価基準の決定にあたっては、

１．水資源機構法第四十二条第三項により、各事業年度に係る業務実績に対する評価、中

期目標に係る業務実績の評価は国土交通省評価委員会が行い、その際、厚生労働、農

林水産、経済産業の各省評価委員会から意見を聴取することとなる。

２．国土交通省所管の全ての独立行政法人の評価に当たり、国土交通省独立行政法人評

価委員会が策定した以下の評価基準を適用していることから、水資源機構に関しても統

一的に当該評価基準を適用することとする。

Ⅰ．各事業年度の業務実績に対する評価基準

（１）業務運営評価に係る判断基準

①個別項目ごとの認定

○年度業務実績報告の各項目ごとに、中期目標の達成に向けた中期計画の実施状

況について検討し、段階的評定を行う。評価の段階数については、５段階とする。

５点 ：中期目標の達成に向けて特筆すべき優れた実施状況にあると認められる。

４点 ：中期目標の達成に向けて優れた実施状況にあると認められる。

３点 ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認められる。

２点 ：中期目標の達成に向けて慨ね着実な実施状況にあると認められる。

１点 ：中期目標の達成に向けて着実な実施状況にあると認めらない。

○その際、当該年度の実績値を単に形式的にみて認定するのではなく、中期目標の

達成に向けた中期計画の実施状況を実質的に検討することとする。
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○各項目ごとに、中期計画の実施状況の認定結果及びその理由を明記するとともに、

必要な場合には意見を付すこととする。特に、５点をつけた項目には、特筆すべきと

判断した理由として、他の項目における実績との違いを明確に記述するものとする。

○なお、法人の主要な業務の実施状況の評価については、法人の自己評価結果など

を活用しうるものとし、関係項目で、中期目標の達成に向けた中期計画の実施状況

を評価する。

②業務運営評価における実施状況全体に係る判断

業務運営評価の個別項目の認定結果から、当該年度の業務の実施状況全体につ

いて以下のとおり判断することを原則とする。但し、評価の境界値に近接している場合

であって、法人の主要な業務の実績に鑑み、上位又は下位のランクに評価を変更すべ

き特段の事情がある場合には、理由を明記した上で、これを行うことができる。

○(各項目の合計点数)／(項目数に３を乗じた数)が１２０％以上である場合には、

「極めて順調」とする。

○(各項目の合計点数)／(項目数に３を乗じた数)が１００％以上１２０％未満である

場合には、「順調」とする。

○(各項目の合計点数)／(項目数に３を乗じた数)が８０％以上１００％未満である

場合には、「概ね順調」とする。

○(各項目の合計点数)／(項目数に３を乗じた数)が８０％未満である場合には、

「要努力」とする。

（２）総合評価

法人の業務の実績、業務の改善に向けた課題・改善点、業務運営に対する意見等を

記述式により評価する。

なお、中期計画に掲げられている事項以外で特記すべき法人の自主的な努力があれ

ば、当該事項も含めて総合的に評価する。

Ⅱ．中期目標期間における業務実績に対する評価基準

（１）業務運営評価に係る判断基準

①個別項目ごとの認定

○中期目標に係る業務実績報告の各項目ごとに、達成状況について検討し、段階的

評定を行う。評価の段階数については、５段階とする。
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SS：中期目標の達成状況として特筆すべき優れた実績を上げていると認められる。

Ｓ ：中期目標の達成状況として優れた実績を上げていると認められる。

Ａ ：中期目標の達成状況として着実な実績を上げていると認められる。

Ｂ ：中期目標の達成状況として概ね着実に実績を上げていると認められる。

Ｃ ：中期目標の達成状況として十分な実績を上げていると認められない。

○その際、中期目標期間の実績値を単に形式的にみて認定するのではなく、中期目

標の達成状況を実質的に検討することとする。

○各項目ごとに、中期目標の達成状況の認定結果及びその理由を明記するとともに、

必要な場合には意見を付すこととする。特に、ＳＳをつけた項目には、特筆すべきと

判断した理由として、他の項目における実績との違いを明確に記述するものとする。

○なお、法人の主要な業務の実施状況の評価については、法人の自己評価結果など

を活用しうるものとし、関係項目で、中期目標の達成状況を評価する。

②業務運営評価における実施状況全体に係る判断

業務運営評価の個別項目の認定結果から、中期目標の達成状況を概観するため、

各評定ごとの項目数の分布状況を示すこととする。

（２）総合評価

①記述による業務全体に対する評価

中期目標の達成状況、業務の改善に向けた課題・改善点、業務運営に対する意見

等を記述式により評価する。

なお、中期目標に掲げられている事項以外で特記すべき法人の自主的な努力があ

れば、当該事項も含めて総合的に評価する。

②総合評定

業務運営評価により算出された段階的評価の評定及び記述による業務全体に対す

る評価を踏まえ、総合的な評定を行う。評定は、５段階（ＳＳ、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ）により行う。


